公共用財産(法定外道路・水路等)の用途廃止（払い下げ）の手続きについて
公共用財産（法定外道路・水路等）の中で、道路や水路としての用途目的を失っており、将来に渡っても公共の用に供する必要がない場合には、道路等の用途を廃止し、その後に払い下げをすることが可能になります。
※ 用途廃止とは、道路や水路としての利用目的をなくすことをいいます。
※ 払い下げとは、財産を有償で譲渡することをいいます。 
用途廃止が可能な場合

◎ 道路法・河川法の適用を受けない道路・水路　→　町道認定していない法定外道路、または水路等です。
◎ 現況が機能を失っていて、将来に渡って公共の用に供する必要がないと認められるものに限ります。
◎ 公共用財産として残しておくことが、不適当又は不用であるものに限ります。
◎ 代わりに機能を果たす施設によって、残しておく必要がなくなった場合。
用途廃止時に必要な事項

◎ 申請者は、用途廃止対象地の隣接土地所有者で、自己の土地との一体利用を図るための払い下げを前提とする用途廃止であることが必要です。
◎ 用途廃止対象地の境界が確定している必要があります。官地と民地の境界が決まってない場合には、用途廃止申請の前に境界査定申請が必要です。
◎ 用途廃止に隣接する土地の所有者の同意が必要です。土地が点で接する場合も必要です。
◎ 利害関係者の同意が必要です。利害関係者とは、地元自治会長・農業組合長（水路の場合）・沿線利用者等その他利害関係者をいいます。 

手続きの流れ

1.　事前相談

物件の所在を確認し、用途廃止（払い下げ）の可能性について事前相談をいたします。
2.　境界立会申請
用途廃止対象地の境界確認・測量がされていない場合　→　建設計画課　道路河川担当へ
3.　用途廃止申請

提出先は建設計画課　道路河川担当となります。申請をいただき用途廃止の可否を調査します。
用途廃止に必要な書類

◆用途廃止申請書（２部：1部は写しで結構です）
実印

【添付書類】位置図、公図、現況平面図、求積図、横断図、利害関係者の同意書、隣接土地所有者一覧表、土地登記全部事項証明書、官民境界確定協議書写、現況写真登記簿謄本、
　※ 用途廃止手続き終了後に建設計画課から総務課に財産を引き継ぎます。
3-1.　払い下げ申請
土地価格・諸費用、契約締結・所有権移転等必要書類の確認　→　詳しくは総務課財政担当
4.　用途廃止引継通知
用途廃止可能であれば引継通知を送付します。

5.　土地売買契約・登記
売買契約締結・代金納入後に所有権移転登記　→　詳しくは総務課財政担当
